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経済学研究 44-3
北海道大学 1994.12

戦略的情報システムの新局面
一一 BPR・EUC視点との統合一一

八 鍬幸信

1 はじめに

昨今では， S I S (strategic information sys聞

tems:戦略的情報システム)を耳にしたり，口

にしたりする機会がめっきり減ってしまった。

いわゆる“SI Sブーム"は研究者および実務

家双方にとって関心対象の遥かかなたへと遠ざ

かってしまった趣がある。しかし，ブームは去

ったが，企業が市場において競争戦略を構築し

ようとするときに，コンピュータや通信を中心

とした情報技術を上手に活用することがその成

功にとって一つの必要条件となるという考え方

自体は，いささかなりともその価値を減じるも

のではないものと思われる。また，実際問題と

しても，そうした関心はますます強まりつつあ

るのである。情報ネットワークの戦略的な活用

が，ある市場における企業聞の競争関係を変え

てしまうといったような状況は珍しいことでも

何でもなくなってきている。

周知の通り，この間，情報技術が競争戦略を

形成するための道具として利用できるという考

え方はいろいろな研究者によって主張されてき

た[8J，[13J [15J。また，そうした成功事例もい

ろいろな形で紹介されてきた。これらの“SI 

S研究"は，情報技術が活用できる一つの分野

があり得るということを示したという意味で，

意義を持ち得たものと思われる。しかし，それ

らの研究事蹟は，ブームが去った今，経営情報

システム研究の次なる発展に向けて，改めてそ

の意義および課題などが総括されておかなけれ

ばならないであろう。そうした観点から，本稿

では次の 2点を企業戦略への情報技術の利用に

関わる研究にとっての今後の課題として着目し

ておきたい。

第 1の着眼点は，競争優位を獲得するための

情報技術利用の機会がなかなか発掘できなかっ

たり，あるいは，“SI S"と称されていたもの

が当初期待された成果を生み出し得なかったケ

ースも多々あったわけであるが，その理由をど

のように理解・整理しておけばよいのかという

ものである。

第2の着眼点は，情報技術の戦略的な活用を

図っていくためには，その活用を組織構成員一

人一人が支えていくという風土がなければなら

ないのであるが，そうした風土をどのように醸

成していったらよいのかというものである。

本稿の目的は，第 1の着眼点に絡めて，最近

における経営情報システム研究の関心事の一つ

であるビジネス・プロセス・リデザイン(busi-

ness process redesign : B P R)の意義を評価

し，また，第2の着眼点に絡めて，これもその

関心事の一つであるエンド・ユーザ・コンビュー

ティング(end-user computing : E U C)の意

義を評価しつつ，全体的には，これら 2つのテ

ーマを戦略的情報システム研究の中に連環させ

ようというところにある。本小論は，そのよう

な作業を通じて，今後における戦略的情報シス

テム研究の方向性を多少なりとも示そうとする

ところに最終的な目的がある。
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2 B P R視点、との統合

2.1 B P Rの意義

従来，競争優位を獲得すると称して構築され

た情報システムの中には，以下の 2つの問題を

抱えていたがゆえに，実際には競争優位の獲得

につながらないものが数多く見られた。

第 1の問題は，戦略の遂行を後方から支援す

るだけで，ビジネス・プロセスそれ自体の革新と

は無縁の情報システムもあったということであ

る。中には，むしろ既存のプロセスや組織の不

効率を糊塗するために情報システムが導入され

るといったケースもしばしば見られた。

第 2の問題は，情報技術を戦略的に活用する

ことの機会を発見するに際して，ベンダー，情

報システム部門あるいは情報技術の専門家が開

発した情報システム・プランニングの手法に従

って分析が進められてきた，という点である。

例えば，クリテイカル・サクセス・ファクタ (crit-

ical success factor : C S F)法[16J，I BMの

ビジネス・システム・プランニング(Business

System Planning : B S P)法などが，その代表

的な手法であった。これらの手法の共通点は，

情報システムの専門家の立場からユーザのニー

ズを探り当てるというものであった。しかも，

そのニーズというのは，どちらかというと情幸E

ニーズであり，プロセス・ニーズを分析するもの

ではなかった。それらの技術が持っこうした側

面が，情報技術の威力が発揮できる戦略的機会

の発見を困難にしていたと言える。

実は， Hammer=Champy[5J， [6J， Davenport 

[2J ， [3Jなどに代表される，最近におけるいわゆ

るリエンジニアリングと呼ばれるアプローチは，

上記2つの問題への解決の糸口をつけていると

いう意味において，絶対的ではないが有力な考

え方であると評価することができるのである。

リエンジニアリングはビジネス・プロセス・リ

デザイン(businessprocess redesign : B P R) 

あるいはプロセス・イノベーション(process

innovation)などといったように，いろいろな呼

ばれ方はするが，それらはほぽ同じ意義を有し

ていると考えることができる(本稿では，主にビ

ジネス・プロセス・リデザインあるいはプロセ

ス・イノベーションといった表現の方を用いる

こととする)。

さて，上述の第 1の問題に関して，ビジネス・

プロセス・リデザインは情報技術の戦略的な活

用に対して次のような貢献をなしている。

情報技術を競争戦略の道具として活用してい

こうとするとき，まず，それによってどのよう

な競争戦略を支援しようとするのかを決めなけ

ればならない。競争戦略のタイプについては，

例えば， Porterが一つの枠組みを提示している

[14J。その枠組みによれば，競争戦略はコスト

戦略，差別化戦略および集中化戦略の 3つに大

別される。コスト戦略とは，低コストをもって

顧客の獲得を図ろうとする戦略である。差別化

戦略とは，自社製品・商品やサービスの品質や機

能などの面での特異性を顧客に訴求しようとい

う戦略である。集中化戦略とは，ある製品，地域

あるいは機能に経営資源を集中することによっ

て限定された領域において他社の追随を許さな

いような地位を獲得しようという戦略である。

問題は，これら 3つの競争戦略の機会ないし

は源泉を具体的にどこに求めるかということで

ある。それを考えるための一つの枠組みとして，

Porterは価値連鎖(valuechain)というアイデ

イアをわれわれに提示した。すなわち，これは

競争戦略を形成する上で実際にとるべき手段を

分析するための枠組みとなるものである。価値

連鎖はあまねく知られた概念であるが，簡単に

まとめておくと以下のようになる。

一般に，製品・商品あるいはサービスの価値

は，図 1に示されているように，それが供給業

者から顧客に流通する過程で企業が行う活動に

応じて蓄積されていくコストとマージンの総計

からなる。価値連鎖とは，製品・商品あるいはサ

ービスの価値全体を作り出すのに必要ないろい

ろな活動の連鎖のことをいうのである。ここで，

価値活動は主活動と支援活動とに分類される。
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マージン

主活動

M.E.Porter(1985) ，同訳書， p.49 

図l 価値連鎖の基本形

主活動とは，製品を製造し，販売・輸送し，さら

には爾後のサービスを行うといったように，製

品の製造・流通に直接に関わる活動のことをい

う。一方，支援活動とは，主活動を間接的に支

える活動全体をさす。

競争優位の源泉はこれらの活動のいず、れかの

部分を合理化・効率化したり，あるいは差別化す

ることによって作り出すことができる，という

のが価値連鎖概念の要諦である。もちろん，製

品やサービスそれ自体の新奇さや機能の中にも

競争優位の源泉はあるのであるが，本稿ではそ

の問題は取り上げない。

価値連鎖を構成する主活動や支援活動という

ときの“活動"はもちろん“プロセス"に当た

る。競争戦略を支援するための情報システムを

構築していこうという場合には，戦略形成の上

でキーとなるプロセスを特定し，情報技術を活

用して始めて可能になるプロセスのイノベーシ

ヨンの機会を見つけることが必要である。ビジ

ネス・プロセス・リデザインは，その着眼点の体

系(表1)およびその着眼点を実際のプロセス・

イノベーションへと組織化していくための方法

論を提供しようとするものなのである。その意

味において，それは情報技術の戦略的活用研究

にとって，まさしくエンジニアリング的な方法

を提供してくれているのである。

次に，上述の第 2の問題に関して，ビジネス・

プロセス・リデザインは情報技術の戦略的な活

表 l プロセス・イノベーションに対する情報

技術の影響

影響 説明

・自動的 プロセスから人的労働を除去する

・情報的 プロセスを把握するために，プロセス情報

を採取する 0

・順序的 プロセスの順序を変更したり，並行処理を

可能にする 0

・追跡的 プロセスの状況とプロセスの対象をつぶさ

に監視する0

・分析的 情報の分析と意思決定を改善する。

・地理的 地理的に離れたプロセス聞を調整する0

・総合的 職務とプロセスを調整する。

・知識的 知的資産を獲得し利用できるようにする0

・直接的 プロセスから媒介物を除去する。

T.H. Davenport(l993) ，同訳書， p.69 

用に対して次のような貢献をしてくれている。

すなわち，従来の情報システム・プランニングの

手法は，情報処理の専門家の視点から情報ニー

ズを聞き出し，その充足を図るための情報シス

テムを，処理効率といった基準を中心にして構

築していくというものであった。したがって，

情報処理プロセスと実際の業務プロセスとの聞

に甑酷が生じるといったことがまま起こる。こ

うしたことが起こらないようにするために，ビ

ジネス・プロセス・リデザインでは情報処理モデ

ルではなく，プロセス・モデルやデータ・モデル

を中心にしたシステム構築の可能性を模索しよ

うとしているのであり，この面でも，戦略的情

報システム開発に対して新たな貢献をなそうと

している。

2.2 r I Tてこ」

情報技術の戦略的な活用は企業聞の新たな提

携関係を生み出していく。すなわち，情報ネッ

トワーク・システムを戦略的に活用することは，

ほとんどの場合，企業間の新たな取引関係を作

りだしていく。個々のこうした企業間提携がそ

の時代その時代の新たな産業構造を形づくって

いく一つの力となる。

情報技術を戦略的に活用することがいかにし

て企業聞の新たな提携関係を作りだし，競争優
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ITはビジネス・プロセスをどのように支援するか?

情報技術の能力

パ下
、y

ビジネス・プロセス・リデザイン

ビジネス・プロセスは ITを使えばどのように変革できるか?

T.H. Devenport and ].E. Short(1990). p. 12 

図 2 IT能力とビジネス・プロセス・リデ

ザインの聞の回帰的な関係

位性を作り出しているかということ見るために

は，プロセス，換言すれば企業における内部・外

部取引にまで分析のレベルを深めることが大切

である。情報技術が持ついろいろな能力は，プ

ロセスのイノベーション(あるいはリデザイン)

に結びつけてみて始めて発見することができる。

Davenport[3Jによれば，情報技術が持つ様々な

能力とプロセスのイノベーションとは互いに回

帰的な(相互補完的な)関係にあるのである(図

2 )。そうした関係を含む形で情報技術の戦略的

な活用が意図された情報システムであるときに，

それは競争優位を獲得するシステムとして機能

する。

Davenprtは情報技術がプロセス・イノベーシ

ョンの決定的な手段になるという意味で“情報

技術てこ (ITlevers)" [3Jあるいは“情報技術

イネープラー(ITenablers) "[2Jといった表現を

用いている。情報技術がどのような形でプロセ

ス・イノベーションの“てこ"として機能し得る

のかということを示すために，ここで 2つの簡

単な仮想例を作ってみることとしよう。仮想、例

1に近い実例については，例えば八鍬[18Jを，

また仮想例 2に近い実例については，例えば文

献[12Jを参考にされたい。

【仮想、例1]VAN事業

いま，中小の玩具小売業者が大手の玩具小売

業者に対抗するために共同仕入れに踏み切るこ

ととしよう。断るまでもなく，玩具の小売価格

に関しては中小玩具小売業者の方にではなく，

大手玩具小売業者の側に価格優位性がある。一

般に，大手玩具小売業者は大量仕入れを条件に

玩具卸売業者に対して価格交渉力を有する。そ

の分，小売販売価格を下げることができるので

ある。中小玩具小売業者がこれに対抗するため

には，共同仕入れによって仕入れのロットを大

きくし，結果的に共同仕入れ機構全体で仕入れ

価格が下がるようにすればよい。この方法は最

も一般的な方法であり，もちろん玩具以外の他

の業界でも見られることである。

しかし，そうした方法はいろいろな問題を含

んでいる。いくつか挙げると次のようになる。

第 1に，ある程度のロットにまとめるプロセス

が繁雑である。すなわち，共同仕入れ機構に属

する小売業者から注文量をいちいち確認し，発

注手配し，さらに各小売業者に配送するとなる

と，それはかなり複雑なプロセスになることが

予想される。第 2に，この方法の場合，個別の

玩具小売業者の立場で考えると，一定の組織ス

ラックすなわち在庫を抱えざるを得ず，そのコ

ストは大幅に圧縮できない。

これらの問題は，いわゆるVAN業者(VAN
センター)を活用することによって解決できる。

すなわち，この共同仕入機構における個々の小

売業者が必要なときに必要な量だけVAN業者

のホストコンビュータに発注情報を送り， VA 
N業者から各玩具卸売業者へとそれらを振り分

けるようにすればよい。 VANという情報技術

を介在させることによって，個々の中小玩具小

売業者の段階ではいわゆる“単品パラ発注"な

のであるが，共同仕入機構全体では大量仕入れ

を行ったのと同じ効果を生み出し，しかも在庫

コストを大幅に圧縮するように，発注プロセス

のイノベーションが可能となるのである。
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【仮想例2】製販統合

日用雑貨小売業者が自ら扱う商品の販売価格

を引き下げるために，在庫コストを下げるとい

う戦略を構築しようとしているとする。在庫コ

ストを引き下げるためには，いわゆるジャスト・

イン・システムをイ乍り出せばよい。すなわち，売

れた量だけを速やかに在庫補充できる仕組を構

築すればよい。

そのために，この小売業者が自社の POS

(point of sales)システムのデータを日用雑貨

のメーカに公開するようにする。そのメーカは

自分でPOSデータを勝手に覗いて“発住量"

を決め，商品を小売業者へと配送する。発注手

配は本来的には買手(日用雑貨小売業者)のプロ

セス(機能)であるが，情報システムを介在させ

ることによって，売手(日用雑貨メーカ)のプロ

セスへと代替させてしまうのである。つまり，

プロセスの根本的なイノベーションが行われた。

さて，以上 2つの例はいずれも情報技術の戦

略的活用の例と考えて構わない。

最初の例では，玩具小売業と玩具卸売業者と

の聞の多対多の取引関係(ビジネス・プロセス)

を，それらの聞にVAN業者を介在させて，玩

具小卸売業者と VAN業者，玩具卸売業者とV

AN業者の聞の多対 1の取引関係へと変革する

ことによってコスト戦略を組み立てようとして

いる。

後半の仮想例はもっと革新的である。すなわ

ち，ここでは買手(小売業者)の本来的な機能な

いしはビジネス・プロセス(発注作業)を売手(メ

ーカー)にシフトすることによって双方がそれ

ぞれ，同業他社に対して競争優位を得ょうとし

ているのである。

これらの仮想例から，情報技術が“てこ"と

なってプロセスのイノベーションが行われ，新

たな企業聞の新たな取引関係をつくることによ

って，競争優位が作り出されていく様子が理解

できることと思われる。

3 EUC視点、との統合

情報システムを戦略的に活用する機会は今後

ますます拡大していくものと考えることができ

る。また，そうした機会を開発していくための

体系的な方法の開発も進展していくものと予想

することができる。しかし依然として，だれが

情報技術の戦略的機会の発見を行うのかという

問題は残る。先に， Davenportの言葉を借りて，

まず情報技術それ自体の観点からプロセスを眺

めてみるといった態度が大切であると述べた。

その主体はだれなのかという問題である。この

点に関して，いわゆるエンドユーザの果たす役

割は今後ますます大きなものとなっていくと思

われる。ここでは，情報技術の戦略的な活用に

当たってのいわゆるエンドユーザ・コンビュー

ティング(end-usercomputing: E U C)の重

要性を検討しておこうと思う。

従来，戦略的情報システムをEUCとの関連

において議論することはあまりなかったように

思われる。中には， Meyer=Boone[9Jのように，

EUCにこそ情報技術の戦略的活用の芽が存在

するといった観点を重視した研究もあるが，全

体的な流れとしては，むしろ，それら 2つの情

幸匠システムはその目的，システム形態あるいは

基盤情報技術などの面で対置されるべき存在と

して認識されてきた。ここでは，情報技術の戦

略的な活用のための促進要因という観点からE

UCの重要性について触れておこうと考える。

3.1 E U Cとは

EUCとは何かという点に関してはいろいろ

な定義が試みられてきたが，いくつか挙げると

次のようになる。例えば， Sprague=McNurlinに

よれば，

「エンドユーザコンビューティングは，

データ処理スタッフであるシステム専門

家の手を借りた間接的な利用ではなく，

エンドユーザによるコンビュータの直接

的・実地の利用である。J[17J (p. 285) 
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これは狭義の定義である。逆に広義の定義に

ついては，次のものを考えることができる。

Emeryは，経営管理者が自分の部下に命令し

て，パーソナル・コンビュータやワークステーシ

ョンからMISスタッフが開発したホストコン

ピュータ上のアプリケーションを操作させて必

要な情報を得ているような場合にも， EUCが

実現していると考えている [4J(p. 203)。

以上のように， EUCの定義は多様であるが，

情報システムの利用に関わる主体性はM1 Sス

タッフやEDP部門にではなく，エンドユーザ

にあるという点では同じなのである。 EUCの

具体的な領域を例えばSprague=McN urlin Iこよ

って示すと，表2のようになる。

3.2 E U Cの意義

情報技術を競争戦略の道具として利用してい

くためには， EUCの実現が必須の条件となっ

てくる。その意味を，ここでは 2つの観点から

指摘しておくこととしたい。

1 )戦略同盟と EUC

情報技術を活用しながら，前項の仮想例 1で

触れたように，発注プロセスを合理化し，規模

の経済性を発揮するために小売業者が提携した

り，卸売業者と小売業者が提携するといったよ

うなことはごく当たり前のこととなってきた。

また仮想例2のように，情報技術を介在させる

ことで売手と買手の聞の機能を代替し合うとい

ったようなプロセス・イノベーションが積極的

に模索されていくことになると予想される。市

場での競争優位を確保するために情報技術を媒

介としたプロセスのイノベーションを図りなが

ら，企業同士が戦略同盟を結んでは解消し，結

んでは解消していくといったことが常態化して

いくことになろう。宮津口1Jはこうした経済の

様相をさして，“連結の経済性"という概念を提

示している。また， Badaracco， J r . [1]はこの常

態化した経済の様相を“知識の連鎖"という視

点、から分析しようとしている。

このような市場環境下において，企業がその

維持・発展を遂げていくためには，その構成員一

人一人が情報技術を利用することによって可能

となるであろうプロセス・イノベーションの機

会を不断に発見していくことができるような条

件が整っていなければならない。そのためには，

EUCの普及・拡大によって企業構成員一人一

人の創造的な情報(機器)活用の風土を醸成して

おかなければならないと思われる。

非常に逆説的な言い方なのであるが，情報化

社会においては情報技術それ自体に関する深い

知識を持つことがなくとも，その成果を享受す

ることができる。そして，そのこと自体が情報

技術のさらなる利用への機会をみすみす摘みと

ってしまうという可能性も含まれている。例え

ば，先の仮想、例 lのようなプロセス・イノベーシ

ョンでの情報技術の利用においては，仕入コス

トを下げるという明確な戦略さえ固まれば，今

日の情報技術環境下では既存の共同仕入れ機構

に加入したり，あるいはVAN業者と提携する

ことによって新たな共同仕入れ機構を構築する

ことが比較的簡単にできる。

実を言うと，こうした形での情報技術への関

わり方が結果として，次の発展への条件となる

学習の機会を失ってしまうことへとつながって

くる。そのことによって，次の段階へと自己組

織化できないでいる情報ネットワークが随所に

存在する。それを防ぐために， EUC環境の構

築が重要になってくるのである。

企業という存在は，環境に対して聞いたシス

テムである。したがって，企業活動を支える情

報システムの目的もつねに変化していくものと

考えられる。つまり，情報システムの目的を事

前に固定的に定めることは不可能である。 Jant.

schは，情報システムのような開放的なシステム

においては，目的は未来への道の終点、で待って

いてくれる性質のものではなく，プロセス自身

に内包されている，だから，それは実行すること

を通してのみ認識し得る，という趣旨のことを

述べている [7J(p. 524)。情報システムの創造的

活用を考える場合，これは非常に重要な視点で
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ある。Mintzbergの表現を借りるならば，目的は

編成(formulate)されるばかりではなく，自ず

と形を成してくる (form)のである [10J(p.46)。

EUCは，組織のすべての個人，集団および

部門が情報技術をいろいろな機会を捉えて活用

することを通じて，創造的なプロセス・イノベー

ションの機会を発見し，自己，組織化を遂げてい

くための契機となるのである。

4 おわりに

情報技術が市場における競争関係を変えてし

まうほどの影響力を持ち得るということについ

ては，もはや異論を唱えるものはいないであろ

う。したがって，個別企業の立場では競争戦略

構築の手段として情報技術の利用を図っていく

という傾向あるいはそのことに対する期待はま

すます高まっていくことになるものと思われる。

したがって，情報技術の戦略的活用といった分

野は今後とも，その時代その時代の技術環境を

前提としながら，経営情報研究の中で重要な位

置を占めることには変わりはないものと思われ

る。

本稿の目的は，これまでの戦略的情報システ

ムの問題点を総括しつつ，次に取り組むべき課

題を， BPRおよびEUCといった最近の技術

動向を視野に入れながら検討してきた。情報技

術の戦略的活用の領域と機会は， BPRやEU
Cといったアプローチを取り込むことによって

なお一層拡がっていくというのがここでの結論

である。
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